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．はじめに

近年における日本の稲作農業は、米の消費量

減少と米価低迷のなかで、厳しい生産環境に置

かれている。国民一人当たりの米の消費量は、

1965年度の111.7 kgから、2015年度の55.2 kg

（概算値） にまで減少した。米価は、1986年の

18,668円 / 60 kg （政府買取価格） をピークに下

落し、2014年産の12,097円 / 60 kg （相対取引価

格） にまで下落している。60 kgあたりの相対取

引価格が 1万円を割る産地も出てきている1）。

日本では、米の消費量が減少し、政府の古米

在庫量が増大したことによる食管会計の大幅な

赤字削減を目的として、1970年から米の生産調

整政策 （以降、減反政策と表記） が行われてい

る。しかし、各年の目標面積を達成しているに

も関わらず、米価は下落傾向で推移している。

このような状況を、中渡 （2010） は従来の減反

手法に限界があったと指摘している。その一方

で、松村 （2002） は減反政策が長期化している

背景に、減反政策の目的がそれぞれの時期の農

業政策の展開に応じて変転していることを指摘

している。

1999年に公布・施行された食料・農業・農村

基本法の下で、食料の安定供給の確保と農業の

持続的な発展などが基本理念として位置づけら

れた。食料自給率の向上に向けては、一つの方

向として畜産部門における国産飼料の普及が求

められている。このことは、一方で農地の有効

利用にもつながる可能性もあり、耕畜連携によ

る自給率の向上と農地の有効利用が期待されて

いる。耕畜連携は、2009年から始まった新規需

要米という新たな減反手法によっても推進され

るようになった （中渡、2010：中野、2011：荒

幡、2015）。農林水産省は、2018年度から生産

調整の見直しを公表しており、そこでも飼料用

米をはじめとする非主食用米のインセンティブ

を拡大するとしている。このような新たな政策

の動向が、地域的にどのように普及しているの

か、また地域農業にどのような役割を果たして

いるのかについて明らかにする必要がある。

減反政策の研究は、地理学を含めて数多く行

われている。生産調整が開始された1970年代

には既に、北陸地域の減反対応を分析した金崎

他 （1971） が調整割り当てには地域性の考慮が

必要であることを指摘していた。このほか、規

工川 （1979）、北林 （1979）、関根他 （1999） は、

米の生産調整に対し、それぞれの地域がどのよ

うな対応を行ったのかを明らかとした論文であ

る。減反政策そのものに着目した論文として、

松村 （2002） は、政策内容の変遷を分析し、米

の生産調整が長期化した要因について、中渡

（2010） は政策の経緯と問題点、近年の動向に

ついてそれぞれ明らかにしている。

飼料用米に関する研究は、地理学においては

あまり進んでいないものの、他分野では研究が

盛んに行われ始めている。例えば、飼料用米導

入の歴史的経緯を明らかとした中野 （2011） や

中西 （2013）、農地維持の観点から捉えた小林

（2010） のほか、低コスト化等の課題点を指摘し

た浦川 （2010）、地域活性化への影響を明らかに

した野崎・小沢 （2011）、普及動向を明らかとし

た吉田 （2012）、加工米生産との経済性の比較を

行った鵜川他（2014） などがある。これらの論
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文では、飼料用米普及のため、農家所得を保証

する水準の交付金や販売価格の上昇、流通・保

管設備の整備の必要性が指摘されている。

しかし、新規需要米、なかでも飼料用米につ

いては、その導入と普及に地域差があるにもか

かわらず、その実態や要因についての言及はな

い。また、水稲作産地の再編の中で飼料用米の

普及がどのような影響を与えているのかについ

て考察した研究も十分とは言えない。

以上を踏まえて、本稿の目的は次の 2点を明

らかにすることとする。第 1は、近年の減反政

策による生産誘導の柱になっている新規需要

米、なかでも飼料用米の普及動向とその振興策

の実施状況を分析し、飼料用米普及の地域差と

その要因を明らかにすることである。第 2は、

飼料用米の主要産地として位置づけられる栃木

県における飼料用米生産の地域的な意義につい

て考察することである。

本稿は、次のように構成される。まず、飼料

用米の普及の地域差を明らかとするため、農林

水産省が公表する飼料用米生産の統計分析 （第

Ⅱ章） と都道府県庁へのアンケート調査に基づ

いて飼料用米生産の普及の地域差とその要因に

ついて考察した （第Ⅲ章）。そのうえで、研究

対象地域とした栃木県における飼料用米の生産

振興策等の特徴について明らかにする（第Ⅳ章）

とともに、飼料用米生産の地域的意義を栃木県

鹿沼市の生産者等への聞き取り調査に基づいて

考察し （第Ⅴ章）、 最後に結論を述べた （第Ⅵ章）。

．日本における減反政策の歴史的展開

　　と新規需要米の導入

１．減反政策の内容の変化

減反政策の目標は、開始当初から1975年度

までは、純粋な減反であったが （松村、2002）、

1976年度以降になると米の需要に見合う計画的

な生産を行う一方で、水稲以外の作物への転作

中心の政策 （水田総合利用対策） となり、生産

調整目標量の配分が数量 （生産量） から面積に

改められた （中渡、2010）。「水田利用再編対策」

（1978年度～86年度） では、米の生産抑制と水

田利用の再編成を進めることになった。転作目

標面積が前期よりも大きく増加した （表 1）。

また、特定作物 （麦、大豆、飼料作物） の食料

自給率の向上を目指すことになった （中渡、

2010：松村、2002）。この時期までの減反政策

は、米の需給調整を図りながら、水田における

転作作物をどのように導入、普及させるかとい

う生産対策としての性格が強かった。

これが変わり始めるのが、1987年度から1992

年度まで実施された「水田農業確立対策」であ

る。同対策は、米の計画的生産をはじめ、地域

輪作農法の確立、農業生産者や農業者団体が行

政と一体となった事業の推進などが打ち出さ

れ、水田農業全体の生産性向上が目指された。

また「水田営農活性化対策」（1993年度～95年

度） では、生産性の高い水田営農の確立が目指

されるようになり、構造政策的な色彩が強くな

る。さらに、「新生産調整推進対策」（1996年

度～97年度） になると、実効性の確保と主体性

の尊重が打ち出され、米の需給動向 （価格動向）

を地域側 （生産者や農業者団体、行政） が把握

しながら、主体的に対応していくことが求めら

れるようになった。このことは、2004年の「米

政策改革大綱」に引き継がれている。この間、

ミニマムアクセス米の受け入れの影響も受け

て、目標面積も増加している点にも注目する必

要がある （表 1参照）。

「米政策改革大綱」 は、①需給調整方法を 「ネ

ガ方式」 （全国一律の面積配分方式） から「ポジ

方式」 （販売実績に応じた数量配分方式） へと変

化させ、②米生産の担い手の明確化を図るとと

もに、③産地づくり対策や価格下落対策など助

成体系の見直し、を図るものであった。これを

受けて、地域ごとに戦略作物生産を策定し、米

の生産調整を伴いながら新たな産地づくりが目

指されるなかで、新規需要米の導入が進むこと
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表１　米の生産調整政策の歴史

対策名 年度
目標面積
（万ha） 助成金金額（万／10a） 政策の特徴

稲作転換対策 1969年 1.0 2 転作作物にかかわらず2万／10aの奨励金

米生産調整対策 1970年 23.6 平均3.5 転作あるいは休耕で、平均3.5万／10aの補助金

米生産調整及び稲作転
換対策

1971年 54.7
休耕：3
土地改良通年施行：3
永年性作物：4
麦・飼料・野菜・大豆：3.5
水田預託：3.5

①米の生産調整、②他作物への作付転換、の二つに重点

・土地利用形態での補助金の支払い対象を拡大

・永年性作物と他作物とで奨励金に格差

・協力特別交付金制度が開始

・1973年までは単純休耕も支給対象

1972年 52.0

1973年 49.8

1974年 32.5

1975年 24.4

水田総合利用対策
1976年 21.5 麦・飼料・野菜：4.7

大豆：5
（休耕→対象外に）

・助成金支払い対象を転作と土地改良通年施行のみに制限

・転作作物が 3種に区分、助成金も基本額と加算額に区分
・支給額に格差がつき、特定作物栽培への誘導が明確化1977年 21.5

水田利用再編対策

1978年 39.1 永年性作物・麦・飼料：7
野菜・管理転作：5
土地改良・保全管理：4

①米の計画的生産、②米以外の作物の自給率向上、③動向に即応し

た農業生産構造の再編成、に重点

・期間中、原則として目標数値を固定化

・水田預託が再度対象に

・市町村に対する協力特別交付金制度が復活

・転作促進対策特別事業、土地基盤整備、生産・流通近代化施設の

　導入のための各種助成事業が実施

・計画集団転作促進補助金制度が導入

1979年 39.1

1980年 53.5

1981年 63.1 野菜：4.5
土地改良通年施行：3.5
保全管理：3.5

1982年 63.1

1983年 60.0

1984年 60.0 麦・飼料作物：6.2
野菜：3.7、管理転作：4.2
土地改良・保全管理：2.2

1985年 57.4

1986年 60.0

水田農業確立対策

1987年 77.0 永年性作物：5.5
麦・飼料：5、野菜：1.7
土地改良・保全管理：7

①水田を利用して生産される作物の生産性向上、②地域輪作農法の

確立、③需給動向に応じた米の計画的生産、④行政と生産者・生産

者団体が一体となった事業推進、に重点

・助成金体制が大幅変更、特定作物区分が廃止に

・転作作物には生産性向上と地域営農に関わる加算金制度が導入

1988年 77.0

1989年 77.0

1990年 82.7 野菜：1.9
土地改良通年施行：4
保全管理：4

1991年 82.6

1992年 69.8

水田営農活性化対策

1993年 67.3
永年性作物：3.7
管理転作：4

①生産性の高い水田営農の確立、②米の多様な需給に対応した米作

りの推進、③生産者・生産者団体の主体的取組に重点、奨励金依存

からの脱却

1994年 57.9

1995年 66.0

新生産調整推進対策
1996年 67.0 永年性：3.9、野菜：4.3

麦・飼料・大豆：5
多面的：2.7、調整：1.9

・実効性の確保と主体性の尊重が対策の重点に

・多面的機能に着目した利用形態、調整水田が転作対象に

・直播及び有機栽培に伴う減収分を実績参入1997年 67.1

緊急生産調整推進対策
1998年 96.0 ・目標面積を前年の1.4倍と強化

・実施者への稲作経営安定化対策等での生産調整の助長1999年 96.0

水田農業経営確立対策

2000年 96.0

・自給率の低い麦・大豆・飼料作物などの土地利用型作物の本格的

　な生産を行い、水田を利用した農業の多角的経営を目指した

2001年 96.8

2002年 96.8

2003年 101.8

水田農業構造改革対策

2004年 163.3

麦・大豆・飼料：１

その他一般作物：0.7
永年性・景観形成等水田・

水田預託：0.5
保全管理・土地改良：0.2

・生産調整の目標数値が作付面積（ネガ配分）から生産数量（ポジ

　配分）へ移行

・自主的に生産調整を行うシステムへの転換が目指され、2007年から
　農業者等による配分が本格化→米価急落で行政の関与が再度強化

・全農による過剰米の飼料化推進が行われた

2005年 161.5

2006年 157.5

2007年 156.6

2008年 154.2

2009年 154.3

戸別所得補償制度
モデル対策

2010年 153.9

麦・大豆・飼料：3.5
米粉・飼料用米・WCS・：8
バイオ燃料用米：8
そば・なたね・加工用米：2

・水田利活用自給力向上事業→戦略作物生産で交付金を直接支払

・米戸別所得補償モデル事業→恒常的に生産費が販売価格を上回る

　米について直接支払で所得補償

農業者戸別所得補償
制度

2011年 150.4
米粉・飼料用米・WCS：8

・米価が標準的な販売価格を下回った際の米価変動補填交付金

・米への交付金（生産数量目標に即した生産が条件）2012年 150.0

経営所得安定対策
2013年 149.5

飼料・米粉用米：5.5～10.5
・政権交代で戸別所得補償制度から名称を変更

・混乱を避けるため内容はおおむね据え置かれた2014年 145.0

（資料：松村（2002），中渡（2010），稲熊（2014），農林水産省ホームページより作成）
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近年、この新規需要米の生産面積は増加傾向

で推移している （図 1）。ただし、新規需要米の

作付面積が大きく減少した2013年は、備蓄米

への転換が進んだ （農林水産省大臣官房） ほか、

鵜川他 （2014） は、経済性から加工用米への転

換が進んでいたとしている。備蓄米は、「作付・

収穫前に販売価格を確定できる」、「安定した販

売先である」 （日本経済新聞2014年 1月29日）

といったメリットから、米価の下落傾向の中で

転換が進んだものと思われる。

しかし、飼料用米への助成金額が増額されて

以降、再び飼料用米の作付面積が増大し、2014

年産の米価の大幅な下落を受け、その作付面積

は再び大きく拡大した。備蓄米の購入量は上限

があることから、飼料用米価格と交付金額の総

額がうるち米価格と同等もしくは上回る地域で

は、より飼料用米への転作が進行したと考えら

れる。実際に、相対取引価格の 3カ年平均と飼

料用米の水稲作付面積に対する割合を比較して

みると、青森県、栃木県、群馬県など相対取引

価格の平均を下回る県では飼料用米生産が盛ん

な傾向がある （図 2）。飼料用米は2015年現

在、水田面積のおよそ 2％にあたる面積で生産

されている。飼料用米生産が普及し始めた要因

になった。

２．新規需要米の導入背景と普及の実態

前述のような減反政策の変転のなかで、2009

年度に「水田フル活用」という考え方が「水田

農業構造改革対策」に盛り込まれた （中渡，

2010）。これは調整水田等の不作付地への転作

作物の生産を奨励し、新規需要米等を生産する

ことで食料自給率の向上を目指そうとするもの

だった。

新規需要米とは、「飼料用、米粉用、稲発酵

粗飼料用稲 （茎葉を同時に収穫し発酵させた牛

の飼料：以降WCS用稲）、バイオエタノール

用、輸出用、青刈り稲・わら専用稲、酒造用、

主食用以外の用途のための種子、その他その用

途が主食用米の需給に影響を及ぼさないもの」

（東北農政局ホームページ） の 9種を指し、生

産数量目標には含まれない。同じく生産数量目

標に含まれないものに、酒、加工米飯、味噌等

の用途で用いられる加工用米があり、新規需要

米ではないが、備蓄米、区分出荷米等とともに

「用途限定米穀」として、食糧法により厳しく

管理され、主食用米との区分管理が義務づけら

れている。

図１　日本における新規需要米の種類別作付面積の推移

（資料：農林水産省「新規需要米等の用途別認定状況の推移」より作成）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000



29―　　―

から、2009年の5.5万円 / 10a、同年度の補正予

算 8万円 / 10a、2014年度の5.5～10.5万円 / 10a

へと増加する傾向にある。2014年産の飼料用米

から、助成金額は全国一律ではなく収穫量で決

められるようになり、地域ごとに定められた基

準反収を150 kg下回れば5.5万円 / 10a、基準反

収であれば 8万円 / 10a、150 kg上回れば10.5万

円 / 10aが助成される仕組みとなっている。現

在の米粉用米・飼料用米の助成金最高額の10.5

万円 / 10aは、転作奨励金として歴史的にも最も

高い金額となっている （表 1参照）。

このように高額の助成金が支払われる理由と

しては、飼料用米の取引価格の安さがある。飼

料用米は 1kgあたり30円前後で畜産農家に販

売されており （中野、2011）、生産農家からの買

取価格はそれ以下となる。そのため、飼料用米

の販売収入だけでは生産費を賄うことができな

い （中野、2011：鵜川他、2014）。それゆえ高い

水準の助成金を設定することで、生産誘導を図

ろうとしていると考えられる。

は、次の点が考えられる。

第 1は、2008年の輸入トウモロコシをはじめ

とする国際的な穀物価格の高騰である。これに

より、輸入トウモロコシと国産の飼料用米との

価格差が縮小し、飼料用米にも価格競争力が生

まれてきた。輸入依存を深めることは、急激な

価格変動リスクを抱えることにも繋がるため、

飼料自給の必要性が見直されたと考えられる。

環境変化にともなう海外の飼料主産地での干ば

つや不作、人口増による世界的な需要の増加に

よって、将来的に、輸入量の減少や価格の高騰

が起こる可能性は高まっている。

第 2は、前節でも触れたが、飼料用米に対す

る助成金額が高く設定されていることである。

新規需要米の生産は、2007年の「地域水田農業

活性化緊急対策」の中で、「5万円 / 10aの緊急

一時金」 （「地域水田農業活性化緊急対策」） 交付

が行われたことを契機としている。10aあたり

の助成金金額は、2008年度の「水田等有効活用

促進対策」における戦略作物助成 5万円 /10a

図２　飼料用米作付面積割合 （2014年産） と道府県別の相対取引価格 （2012～2014年産平均）
（資料：農林水産省「新規需要米等の用途別認定状況の推移」および「年産別平均価格」より作成）

注：飼料用米作付面積÷水稲作付面積×100



30―　　―

んであること、新潟県では飼料用米の生産割合

が低く、米粉用や輸出用米の生産が盛んである

ことがわかる。これは、地域ごとの農業を取り

巻く環境と関わっていると考えられる。すなわ

ち、九州地方は日本でも有数の畜産産地（とく

に繁殖牛の産地）を抱えていること2）、新潟県

はうるち米がもつ高いブランド力、兵庫県は全

国一の生産量を誇る酒造業との関係性、などで

あろう。

2008年の段階では、全国的にWCS用稲と青

刈り稲の生産が中心であるが （図 3）、2015年で

は、広島県、東日本の諸県で飼料用米を中心に

作付面積が増加しており、九州地方ではWCS

用稲が多く、九州を除いた中部以西の各県では

新規需要米の生産が盛んではない傾向が読みと

れる。新潟県では米粉用や輸出用といった用途

の割合が高く、この他、秋田県、群馬県、広島

県でも米粉用米の作付が盛んであった （図 4）。

新規需要米の生産が、国の減反政策の柱とし

て位置づけられていることから、都道府県単位

での同政策の受容の実態を捉えるために、都道

府県庁の新規需要米生産にかかわる担当部署へ

飼料用米の栽培は、生産者にとっても通常の

うるち米の栽培を行うこととほとんど変わらな

い。確かに近年では、飼料用の独自品種の開発

も進められているが、こうした品種の導入を生

産者が積極的に進めているかと言えばそうとも

いえない （栃木県庁でのヒアリングによる）。

また、飼料用米の栽培において新たな機械の導

入は不要である。うるち米の価格水準によって

は、交付金によって主食用米以上の収入を得る

ことができる。また、水田利用を継続でき、飼

料の自給率の向上も可能性を秘めている。飼料

用米は、こうしたメリットがあることから普及

が進んできており、主食用米以外での「米」の

消費拡大の可能性をもちはじめている。

．新規需要米の普及の地域性の実態

１．新規需要米の普及の地域性

2014年産の新規需要米の作付面積は、全国平

均で水稲作付面積の 4％強であり、このうち約

半分が飼料用米である。図 3および図 4から、

九州地方でWCS用稲、青刈り稲等の作付が盛

図３　新規需要米の用途別作付面積 （2008年）
（資料：農林水産省「新規需要米等の用途別認定状況の推移」

　　　 より作成）

図４　新規需要米の用途別作付面積 （2015年）
（資料：農林水産省「新規需要米等の用途別認定状況の推移」

　　　 より作成）
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への支援がそれぞれ13県、共同乾燥施設等の

受け入れ態勢強化への支援10県、その他自由

回答24県であった。その他の実施振興策は、

産地交付金を利用して飼料用米の生産振興を行

う県が10県と最も多く、次いで多収性専用品

種の種子増殖や確保、説明会やパンフレット等

での周知という結果になった （表 2）。

こうした振興策が取られているものの、普及

への課題は少なくない （表 3・4）。飼料用米生

産は国の補助金に依存している現状の中で、政

策の継続への不安が普及への足かせとなってい

る側面がある （表 3）。また、制度上飼料用米の

生産は、作付前に販売契約を行う必要がある

が、耕種・畜産農家間の交流の場が少ないとい

う意見もあった。

加えて、現在の政策が続くとしても，その場

合に検討を要す課題として、コンタミ4）問題へ

の対応がある （表 4）。また、多収性の飼料用米

専用品種をどのように普及させられるかも課題

だとする県も多い。多収性専用品種には、飼料

のアンケート調査を実施した。47都道府県のう

ち、回答が得られたのが44都道府県であった 3）。

このうち41道府県が「新規需要米の生産振興

策を行っている」と回答した。振興している新

規需要米としては、飼料用米が40、次いでWCS

用稲の33、米粉用米が26であり、輸出用米と

酒造用米の生産がそれぞれ 2、その他が 1で

あった。

新規需要米の生産振興策の実施理由は、「農

林水産省が生産奨励を行っており、交付金額が

高い」、「都道府県として重要な施策課題として

認識している」が31道府県で最も多く、特に

後者が最も当てはまるとした都道府県が15府

県だった。次いで「農地の有効利用対策として

有効」が29府県、「実需が増加していると感じ

ている」が18府県、「6次産業化や農商工連携

など、産業間連携による地域活性化が期待でき

る」が 6府県、「その他」が 8県であった。そ

の他の自由回答としては、水田での転作が水田

機能の維持につながるとしたのが 3県、米価低

迷・生産者の所得の確保が 2県、飼料価格の高

騰や小麦・大豆長期連作体系の回避のためが 1

県、飼料自給率の向上のためが 1県、実需者が

多く優位性があるためが 1県あった。このよう

に、新規需要米に対する生産振興策は、交付金

の高さが誘因になってはいるものの、それだけ

を目的とするわけではないこともわかる。

このような生産振興策の開始年度は、2007年

度が 2県、2008年度 6県、2009年度 7県、2010

年度 3県、2014年度12道県、2015年度 8県、未

実施 2府県、未回答が 4府県であった。未回答

のうち、3都県では新規需要米の生産振興自体

が行われていない。この結果から、飼料用米に

交付金が設定され作付面積の増加した2009年、

2014年に、各道府県での生産振興も進められた

ことがわかる。

実施している振興策 （表 2） は、展示圃の設

置34県、シンポジウム開催14県、農家への農

業機械の導入支援と利用拡大に取り組む協議会

表２　生産拡大に向けて行っている振興策

振興策の内容 回答数

展示圃の設置 33

シンポジウムの開催 14

生産拡大に取り組む農家への農業機械の導入支援 13

利用拡大に取り組む協議会への支援 13

共同乾燥施設等の，受け入れ体制強化への支援 10

その他 23

産地交付金の利用 10

多収性品種の種子増殖・確保  6

説明会・パンフレット等による取り組みの周知  4

協議会・現地研修会・推進研究会等の開催  3

栽培技術の普及や確立・マニュアル作成  3

耕種・畜産農家間の交流の場の提供  3

飼料成分分析・給与試験等  3

畜産農家の稲わら利用への経費支援  1

飼料用米への上乗せ助成  1

単収コンテストの実施  1

推進体制の整備  1

畜産物の PR  1

（都道府県庁へのアンケート調査結果より作成）
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２．飼料用米普及の地域差の要因

飼料用米普及の地域差を生み出す要因として、

まずうるち米の価格水準が考えられる。前掲の

図 2から、米価が15,000円 / 60 kgを超える北海

道、新潟県、山梨県では飼料用米の作付が盛ん

ではない。その一方で、米価が全国平均 （約

14,313円） を下回る県や近隣県と比較して米価

の低い県では、作付割合が高い傾向がみられ

る。このことから、飼料用米の地域差には米価

用として開発された専用品種のほかに、都道府

県県知事の申請に基づき認定される「特認品

種」がある。中部地方から西日本を中心に、7

府県が「あきだわら」を特認品種としていた。

特認品種は多くが多収、耐倒伏性などの特性を

もつが、栽培技術面での課題を抱えている。ま

た、後述するように、畜産物の付加価値化の実

現とあわせて飼料用米の生産振興を考えていく

必要もある。

表３　飼料米生産の普及課題（その１）

課題 回答数

補助金依存ゆえに政策の継続性への疑問・不安 38
都道府県単位での独自の振興策にも限界がある 5
市場競争力に乏しい 3
担い手が確保できない 2
需要がない 1
その他 28

（都道府県庁へのアンケート調査結果より作成）

注：「その他」の内容は表 4に示されている。

表４　飼料米生産の普及課題（その２）

課題 回答数

・コンタミ懸念 　

　保管・流通体制が未整備 13
　 JA での集荷（相対取引が中心・専用品種は不可など） 1
・低コスト化・経営安定

　多収品種の開発・技術確立・種子確保 4
　生産・流通コストの低減 3
　単収が低い 2
・生産の不安定性

　生産量の安定 3
　事業継続性への不安から設備投資が進まない 2
・主食用米生産との格差

　収入面で主食用米に比べて不利 2
　主食用米の需要が多く，生産が不要 2
・生産者の意識の喚起

　飯米農家が多く米価低落への危機意識が薄い 2
　生産者の飼料用米生産への抵抗感 1
・畜産側との連携

　生産者・利用者間のマッチング（県内・県外） 2
　飼料用米による畜産物等の付加価値向上 1
・その他

　米の生産基盤がない，生産者がいない 1

（各都道府県庁へのアンケート調査結果より作成）
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心であるため、太平洋からの海上輸送に依存し

ており、日本海側には会社が少ない （栃木県庁

でのヒアリングによる）。したがって、配合飼

料工場への近接性が低く、輸送コストのかかる

地域では、生産が伸び悩んでいると考えられ

る。しかし、図 3・4からは、そうした特徴は

必ずしも明らかとはいえない。配合飼料工場の

立地との相関が強くないことは、鹿島市に配合

飼料工場の立地する茨城県、太田市に JA東日

本くみあい飼料工場のある群馬県の作付割合が

必ずしも高いとは言い切れないことからも指摘

できる。ともに全国平均を上回っているもの

の、隣接する栃木県と比較して飼料用米の作付

割合が高くない。飼料工場への近接性は地域性

の要因の決定打とはなりえないことがわかる。

アンケート調査では、「反収が低く、交付金

の恩恵が受けられない」といった意見もみら

れ、飼料用米への転作は、より反収の高い地域

で有利であることがわかる。しかし、うるち米

のなかでもとくに晩生の代表品種であるコシヒ

カリの栽培は、今日減農薬栽培で行われること

が多く、このことが多肥栽培による収量増加を

阻害しているとの指摘 5）もある （飼料会社での

ヒアリングによる）。国や都道府県では多肥栽

培を奨励し、反収の増加を目指しているが、そ

の実現は容易ではない。

また、今日でも農協が各種の農産物の集出荷

に一定の役割を果たしており、農協集荷率の低

い県では飼料用米生産は普及しづらいという

（奈良県庁のアンケート回答内容による）。神奈

川県や奈良県、大阪府では、主食用米の需要が

高いことから、飼料用米の生産振興を （積極的

に） 行っておらず、作付面積も拡大していない。

さらに、全国で消費される米の約25％が縁故

米 6）とも言われており、こうした縁故米生産が

多い地域も、飼料用米への転換は進まないとい

う意見もある （奈良県庁のアンケート回答内容

による）。

各都道府県で実施されている振興策が、課題

の水準が関連していると考えられる。

2012年以降、飼料用米の作付面積および水田

に占める作付割合が全国一位の栃木県では、県

別の相対取引価格が全国平均を約500円 / 60 kg

下回っており、2014年には農家から JA等への

米の販売価格が8,000円台とされる地域もあっ

た （鹿沼市役所でのヒアリングによる）。しか

し、稲作農家は少なくとも10,000円 / 60 kg、機

械更新のためには13,000円台 / 60 kgでの主食用

米の販売を望んでいる （生産農家へのヒアリン

グによる）。

第Ⅰ章で述べたように、米価は1980年代後半

から下落傾向にある。2013年、2014年はとも

に、米の相対取引価格が前年の価格から2,000円

/ 60 kg以上下落した。飼料用米生産の増加は、

この米価の大幅な下落が要因である （栃木県

庁・鹿沼市役所でのヒアリングによる）。しか

し、米価水準の高い山形県でも飼料用米の生産

が相対的に盛んであり、米価のみが要因である

とは言い切れない。

筆者が実施した都道府県庁へのアンケート調

査の結果、「農地の有効利用として有効であると

感じている」ことを理由に、飼料用米の生産振

興が行われていることもわかった。特に、図 2

および図 4で飼料用米の生産が盛んに行われて

いる都道府県は、青森県、岩手県、宮城県、秋

田県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉

県、千葉県、岐阜県、鳥取県、島根県、高知県、

福岡県、大分県の16県である。これらの県で

は、飼料用米生産の目的として水田保全や有効

利用をあげることがある （上記各県のアンケー

トへの回答内容による）。これらの県において

は、水田比率が高いことや、稲作以外での農地

保全が代替作物の導入が労働力不足などから難

しくなっているという事情が飼料用米の生産振

興を推し進めているといえるだろう。

このほか、長野県は「飼料工場が太平洋側に

集約されており、輸送・保管にコストがかか

る」点をあげていた。配合飼料は輸入穀物が中
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家数が増加するが、これは定年退職により、兼

業農家が専業農家に移行したものと考えられる。

経営規模別農家数は、1～2ha層が最も多く、

大規模農家が少ないことが読み取れる （図 5参

照）。販売農家の平均経営規模面積は1.3 haで

あった。経営耕地面積が小さいこともあり、単

価の高いいちごやにら、トマトなどの園芸作物

のも盛んである。

第Ⅱ・Ⅲ章で明らかになったように、栃木県

は、日本の中でもっとも飼料用米の生産面積割

合が高い県である。栃木県で飼料用米生産が拡

大している背景には、次の 3点が挙げられる。

第 1は米価水準が低いことである （図 2参

照）。うるち米の全般的な価格低下の下で、栃

木県では転作助成金額が高い飼料用米の生産が

奨励されてきた。

第 2は、第 1と関連して、飼料用米が栃木県

の戦略作物の一つとして位置づけられ、県独自

の飼料用米振興策が多数展開していることであ

る。飼料用米生産の支援策としては、ライスセ

ンターの活用プランや2016年度から特認品種

として生産が開始される「月の光」など多収性

専用品種の展示圃の設置、コンバイン等の機

械・保管倉庫等の施設導入支援、利用拡大に取

り組む協議会への支援 （フレコンバックへの助

成） が、県の単独事業で実施されている。既述

した都道府県庁へのアンケートにおいて、飼料

点と乖離している可能性もある。とくに、飼料

用米の普及にとって重要なのが、コンタミ防止

を目的とした流通・保管対策である。この点の

不備を13県が指摘しているが、保管倉庫等の設

備投資に対する助成を行っていたのは、岩手

県、秋田県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉

県、滋賀県、鳥取県、島根県、鹿児島県の10

県であった。このうち、秋田県、滋賀県、鹿児

島県を除く 7県は、2014年の飼料用米の作付割

合が全国平均を超えており、埼玉県を除く 6県

は飼料用米の作付割合がおよそ 3％以上であっ

た。このように、飼料用米生産の盛んな県では

米の保管施設の整備計画の推進・助成を実施し

ている傾向があった。

．栃木県における飼料用米生産の普及

　　の背景と実態

栃木県は関東地方の北部に位置する人口約

200万人 （2015年：国勢調査による）、農地面積

は約12万ha （うち約 8割が水田：農林業セン

サスによる）の県である。2010年における県内

の販売農家数は47,833戸で、第二種兼業農家が

販売農家の約64％を占めている （表 5）。専業

農家および第一種兼業農家数は1970年から減

少傾向がみられ、第二種兼業農家も1990年以

降に減少傾向になっている。2010年には専業農

表５　栃木県と鹿沼市の専兼別農家数の推移 （戸）

年

栃木県 鹿沼市

合計 専業農家
第一種　
兼業農家

第二種　
兼業農家

合計 専業農家
第一種　
兼業農家

第二種　
兼業農家

1970 115,325 19,314 49,382 46,629 5,066 1,169 1,953 1,944

1980 104,473 11,635 31,358 61,480 4,674 855 1,319 2,500

1990  91,371 10,292 14,376 66,703 4,355 641 718 2,996

2000  65,042  8,551 10,602 45,889 3,161 514 495 2,152

2010  47,833 10,127  7,062 30,644 2,769 625 374 1,770

（資料：農林水産省「栃木県農林水産統計年報」，「農林業センサス」より作成）
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が、栃木県の飼料用米生産を支えており、また

特徴づけている。

しかし、栃木県における2015年の飼料用米

の作付面積は、前年比236％の9,300 haであっ

たものの、品種構成としては主食用米品種であ

る「あさひの夢」が多く、多収性専用品種の比

率は飼料用米作付面積のわずか 2％程度に過ぎ

なかった。これは、多収性専用品種向けの技術

確立 7）が不十分であることとも関わっている。

また、多収性専用品種の導入は、コンバイン等

の保守費用を増加させる一方で、低コスト化へ

向けて直播栽培を導入すると、種の散布機や鉄

コーティング用の機材 8）などが必要となる。こ

うした設備投資による生産農家の負担は大き

い。また、コンタミ問題への対応もとられてい

るとはいえ、その懸念が払拭されたわけではな

い。乾燥調整や保管・流通過程での設備整備も

求められている。さらに、飼料用米の利用推進

も課題である。飼料用米の利用促進へ向けて、

主に県内の採卵鶏農家への利用普及を奨励して

いるが、その効果は十分とは言えない。

用米導入の支援策として、アンケートに示され

た全項目を実施しているのは、栃木県と茨城県

の 2県のみであった。こうした支援策の充実

は、飼料用米生産の普及につながっていると考

えられる。

第 3は、栃木県が全国でも有数の畜産産地で

あることである。栃木県は、日本でも有数の畜

産産地であり、畜産の生産額 （2014年） は全国

で第 8位である。とくに、乳用牛の生産額は、

北海道に次ぐ全国第 2位、豚の生産額は全国第

7位の位置にある。こうした畜産産地を支えて

いるのが鹿島の飼料工場である。近年は、東北

自動車道や北関東自動車道などの高速交通体系

の整備もあいまって、鹿島への近接性も高まっ

ている。牛や豚の飼料は、鹿島の配合飼料工場

から供給される飼料に多くを依存している。

もっとも近年では、この配合飼料工場への飼料

用米の出荷も始まっている。その一方で、鶏の

飼料は特殊な加工が不要なことから、畜産農家

への直接の販売が可能であり、地域内流通も行

われてきた。飼料用米の一部は鹿島へ、鶏用の

飼料用米は県内流通という多様なルートこそ
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図５　栃木県における経営規模別農家数 （2010年）
（資料：農林水産省「農林業センサス」より作成）
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鹿沼市が飼料用米の導入に積極的であった理

由として、地域内の農業の担い手が園芸農家中

心であったことがある。表 5の専兼別農家戸数

から、2000年までは栃木県全体と比較して、や

や専業農家が多かったことがわかる。鹿沼市で

は水田農業の担い手の多くがいちご・にら等と

の複合経営を行っており、春季 （4月～5月） が

農繁期となることから、省力的に生産できる転

作作物が求められていた。鹿沼市で水稲の直播

栽培の導入が積極的に進められたのも、こうし

た繁忙期における省力化のためである。この直

播栽培により、年間では慣行栽培から 1割、春

季に限定すると作業時間は 4割削減でき、鉄

コーティング作業を農閑期である 2月に行うこ

とで作業の分散も可能となった。

図 7は、鹿沼市の飼料用米取組農家・農業団

体数と作付面積を示したものである。2013年

．鹿沼市における飼料用米生産

１．地域の概要

鹿沼市は、図 6に示した通り栃木県の西部に

位置する都市で、人口は98,639人 （2015年11月

1日現在）、東北自動車道、北関東自動車道が

市域内を通っているなど、交通の便が良い地域

である。市域の西部は山地が広がっており、水

稲作を中心とした農業は市の東部を中心に行わ

れている。飼料用米の生産量が県内で特段多い

自治体ではないが、飼料用米生産をいち早く進

めた亀和田・北赤塚営農組合があり、採卵鶏に

飼料用米を給餌するなど、飼料用米生産に積極

的に取り組む地域である。これらは農林水産省

のホームページでも「飼料用米を使った『白い

卵黄たまご』の生産・利用による六次産業化」

プロジェクトとして紹介されている。

図６　研究対象地域概念図
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比較的規模の大きな農家は飼料用米生産を拡大

させていたと考えられる。

鹿沼市では、飼料用米導入当初に多収性専用

品種の一つである「モミロマン」を作付してい

たが （表 6）、縞葉枯病への抵抗性が弱かったこ

とから、「あさひの夢」に切り替わっている。

までは農家 1戸 9）あたり 1ha程度の作付面積で

あったものが、2014年から拡大している傾向を

読み取れる。また、作付面積が最も少なかった

のは2013年であったが、生産農家数が最も少

なかったのは2014年であった。2014年は、零

細農家が飼料用米に取り組まなかった一方で、

表６　鹿沼市における飼料用米の品種別作付面積の推移（ha）

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

コシヒカリ 0.5178 2.0277

モミロマン 45.9064 29.3032 31.4497 5.6824

あさひの夢 24.7404 15.4423 98.3503 194.7401 238.0054 117.0579 150.7671 359.2271

あきだわら 0.7994 7.1456 4.3823 1.0363

ホシアオバ 0.4187 0.6458

もちだわら 0.4077 0.415

夢あおば 3.9398

月の光 0.4195

とちぎの星 0.685

ひとめぼれ 0.3228

なすひかり 1.0627

（資料：鹿沼市提供資料より作成）

注：太字は、飼料用の多収性専用品種。
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図７　鹿沼市における飼料用米の取組農家数と作付面積の推移

（資料：鹿沼市役所提供資料より作成）

注：営農組合は 1でカウント
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機械等を示したものである。組合全体の耕地面

積約31 haのうち、22 ha程度で飼料用米が作付

されていた。組合員の自作地の規模は50aから

250aであり、平均はおよそ144aである。この

うち農家番号 1では、自作地の倍以上の面積を

借り入れていた。飼料用米の作付面積は農家に

よってばらつきがみられ、平均作付面積はおよ

そ124aであった。家族労働力は、40代 3名、

50代 6名、60代 9名、70代 8名、80代 2名と、

60代が最も多い。生産者の約68％に当たる19

名が60代以上の高齢者であり、全体的に高齢

化が進んでいる。

この営農組合では農地流動を積極的に進めて

いるわけではなく、圃場の団地化は行われてい

なかった。このため、営農組合としての目的

JAかみつがでは飼料用米として「あさひの夢」

と「コシヒカリ」のみの集荷を受け入れてお

り、多収性専用品種の取り扱いは行っていな

かった。

 

２．飼料用米生産農家の経営状況

鹿沼市において飼料用米生産を先駆的に導入

してきたのが、亀和田・北赤塚営農組合であ

る。この営農組合は2008年に設立されており、

18戸の農家が飼料用米生産に取り組んでいる。

2015年現在、組合員の農家としての属性は、兼

業農家が 3戸、いちごを経営の中心とした専業

農家が 2戸、高齢専業農家が最も多く13戸で

ある。

図 8は、組合員の経営耕地面積、年齢、保有

100 200 300 400 500 600 700 100 200 300 400 500 600 700

図８　亀和田・北赤塚営農組合加入農家の経営概要 （2015年）
（ヒアリングより作成）
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は、飼料用米の多収性専用品種である「ホシア

オバ」である。自給飼料の生産量が不安定なこ

とから、2013年を除き、例年900～2,000 kg程

度の飼料用米を市内の柏屋商事から購入してい

た。飼料用米の仕入れ値は30円 / kg程度と、ト

ウモロコシよりも10円 / kg程コストは上がって

いるが、地域内で生産される飼料にこだわって

いる。

農家Aでの飼料用米の利用は、2009年から

2010年頃に始まった。「白い卵黄たまご普及定

着プロジェクト」は、飼料用米の普及のために

デメリットとされた卵黄の色をブランド化し、

商品化を進めていく 6次産業化プロジェクトで

あった。参加農家は当初は農家Aの 1戸であっ

たが、のちに 2戸に増加している。

農家Aは、JAを通した出荷はほとんど行っ

ていない。主食用米やかぼちゃなどを消費者団

体に直接販売しており、鶏卵もこうした団体に

およそ 4割、直売所で 1割、残りは東京の民間

企業と、その系列のプリン専門店に出荷してい

る。価格は 1個あたり80円であるという。

この農家では採卵鶏をケージ飼育ではなく平

飼いをしていた。ケージ飼育から 2割程度産卵

数は減少するが、卵の品質はあがり消費者から

も高く評価されている。飼育品種は国産品種の

「もみじ」を中心とし、給餌する飼料も、飼料

全体の 6割を地元の飼料用米、タンパク源の魚

粉と大豆粉 10）、カルシウム源となるカキ殻も国

産を購入するなど、国産にこだわった経営をし

ていた。

４．飼料流通業者の存在

鹿沼市における飼料用米の活用の取り組み

は、市内に飼料用米を取り扱う飼料流通業者が

存在することに特徴がある。

柏屋商事は、1963年設立の飼料流通業者であ

る。年間の取扱量はおよそ4,000トン、社員数

は12名の企業である。取引先は大手商社など

5社で、柏屋商事は仲介役を担っている。販売

は、主として機械の共同理由や労働力の融通に

あった。

図 8には、この営農組合に加入する各農家の

作付品種とその面積、および直播栽培の有無も

示した。農家番号 1、18を除き、ほとんどの農

家が「あさひの夢」を栽培していた。この営農

組合では、JAと同じく「あさひの夢」を推奨

しており、飼料用の専用品種の推奨は特に行っ

ていない。2015年は渇水のため直播栽培が減少

し 3戸であるが、2014年は 9戸が直播栽培を

行っていた。

10.5万円の交付金を満額受給するには、地域

ごとの基準収量より150 kg /10aの増収が求めら

れ、多肥栽培を行う必要が生じる。これは経費

の増加を意味する。このため、農家番号1では

満額受給のための多肥栽培は行わず、より安く

飼料用米生産するという経営判断を行ってい

た。直播栽培も同様に、省力化が可能な一方で

反収が減少するため、移植栽培で反収を向上さ

せるか、直播栽培で面積を拡大するかは個々の

農家の判断による（鹿沼市役所でのヒアリング

による）。

飼料用米の農家から飼料会社への販売価格は

導入当初の30円 / kgから15円 / kg程度まで下が

るなど、交付金なしでの経営安定は難しい現状

へと変化してきている。

３．採卵鶏農家による飼料用米の受容

次に、飼料用米がどのように利用されている

のか、鹿沼市内の採卵鶏農家 （以下、農家A）

で調査を行った。調査対象の農家Aは、飼料用

米の給与試験および「白い卵黄たまご普及定着

プロジェクト」の協力農家である。労働力は

60代と50代の夫婦二人で、飼養羽数は200～

250羽で、その種は「もみじ」、「ボリスブラウ

ン」の二種であった。経営耕地は水田が約

2.9 ha （自作地1.4 ha、借地1.5 ha）、畑が約1.3 ha

（自作地10a、小作地1.2 ha） であり、水田の50a

程度で飼料用米の生産を行っている。栽培品種
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降、減反政策は地域の主体性を前提としながら

も目標面積・数量は強化される傾向で推移して

きた。これにより、主食用米を作付できなく

なった農地は増え続け、労働力不足から稲作以

外での農地利用が難しくなっている。飼料用米

生産は、水田を保全し、耕作放棄地の増加を抑

制する効果を生んでいるといえる。

第 3は、飼料自給率の向上と畜産物の付加価

値化が実現しつつある点である。地域での循環

型農業を志向する採卵鶏農家の存在や、地域で

の利用を促進し、独自の配合飼料の提案をして

いこうとする流通業者など、畜産側で地元の飼

料用米を消費しようとする動きがみられた。調

査事例の採卵鶏農家では、飼料用米の自給と地

域内での供給をとおして、消費者団体等との契

約を支えに、卵の付加価値化を実現している。

以上の点は、地域農業の維持や新展開に飼料

用米の生産が一定の役割を果たしていることの

証左である。

．結論

本研究の目的は、①新規需要米、なかでも飼

料用米の普及動向とその振興策の実施状況を分

析し、飼料用米普及の地域差とその要因を明ら

かにすること、②飼料用米生産の地域的な意義

について明らかとすることであった。

①については、次のような知見が得られた。

飼料用米は、栃木県や東北地方、山陰や九州地

方の諸県で普及していることがわかった。飼料

用米普及の地域差が生まれる要因として、第 1

に道府県ごとの米価水準、第 2に JAの集荷率

や米の商品化率、第 3に都道府県単位での振興

策、とくに共同乾燥施設などの整備体制の充

実、などが関わっていると考えられる。

また、② の飼料用米生産の地域的な意義に

ついては、第 1に稲作農家の経営安定、第 2に

水田利用の維持、第 3に飼料自給率の向上と畜

産物の付加価値化、の 3点にまとめることがで

する配合飼料は、豚用が約50％、採卵鶏・肉用

鶏用で約25％、肥育・酪農牛用で約25％となっ

ており、出荷先は、県内のほかに、青森、宮

城、福島、群馬と茨城の各県と広範囲で、およ

そ80％は県外の生産者等との取引である。

柏屋商事が飼料用米の集荷を始めたきっかけ

は、JAに多収性専用品種の集荷受入を拒否さ

れた営農組合からの打診を受けたことにある。

JAではコンタミ懸念から、「あさひの夢」とコ

シヒカリのみを集荷しているため、現在も鹿沼

市での多収性専用品種の受入は柏屋商事のみと

なっている。

柏屋商事では、飼料用米をこれから成長が見

込める部門であるとし、飼料用米を使用した飼

料製造を行うよう配合飼料メーカーに対し働き

かけているほか、飼料用米による畜産物のブラ

ンド化に向けた取り組みにも参加している。

５．飼料用米生産の地域的意義

前節までの分析を踏まえて、ここでは鹿沼市

における飼料用米生産の普及が地域農業にどの

ような意義をもっているのかを考察する。

第 1は、飼料用米生産農家の経営安定であ

る。現在、飼料用米の生産導入による交付金の

額は、10.5万円 / 10aの交付金に加え、多収性

専用品種の導入や耕畜連携による加算金の交付

も得られれば、主食用米以上の収入を得ること

が可能となる。減反政策の展開に依存している

が、ひとまず経営の安定を実現できている。し

かも、飼料用米は、通常のうるち米の品種で、

機械装備も新たに投資する必要もなく、従来か

らの生産様式で生産可能である。農家は大きな

経営対応をしなくても容易に飼料用米の生産に

参入できるといえる。このことから、今日の飼

料用米の生産振興は、一方で中小規模の稲作農

家を温存し、水稲作産地の構造改革の進捗を遅

れさせるとも解釈できるが、 水稲作農村の激変緩

和措置としての役割を果たしているともいえる。

第 2は、水田利用の促進である。1995年以
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重要な示唆をいただきました。末筆ながら以上の皆様

に記して感謝を申し上げます。

本稿は、2016年度日本地理教育学会の全国地理学専

攻学生「卒業論文発表大会」（於：東京学芸大学）にて

発表したものを加筆・修正したものである。

脚注

 1） 2014年産の米の相対取引価格は、青森県平均が

9,983円 / 60 kg、群馬県平均が9,019円 / 60 kgであっ

た。

 2） 飼料用米と異なりWCS用稲は粗飼料であるため主

に牛に給与される。肥育牛や乳用牛は飼料中の濃

厚飼料の比率が高いため、粗飼料は繁殖牛への給

与比率が高くなっている。このため、WCS用稲の

作付面積と子取り用めす牛の飼養頭数の分布は、

類似した傾向にある。

 3） アンケート未回答県は、山形県・新潟県・熊本

県。有効回答率は、93.6％であった。

 4） コンタミネーションの略。ここでは主食用米と飼

料用米の混入問題を指している。

 5） コシヒカリは肥料 （窒素） が多いと倒伏しやすくな

るうえに、近年の消費者の「安全・安心」な農産

物の需要の高まりを受けて、減農薬栽培が定着し

ている。また、コンタミ防止を主たる要因とする

飼料用米の作付時期の遅さも、収量が増加しない

要因と考えられている。

 6） 米の生産農家が、親類縁者に直接供給する米を指

す。無償の場合が多い。

 7） 休眠期の長いものは浸種を丁寧に行う、播種量は

主食用米よりも多くする、などである （生産者から

のヒアリングによる）。

 8） 湛水直播用に行う鉄コーディング用の機械のこ

と。これは、鳥害対策として直播栽培を行う際に

必要な作業の一つで、冷却した米の表面に鉄粉・

石膏をまぶすために必要な機械である。このこと

で米を水田のなかに沈みやすくする。栃木県で

は、2月の農閑期に芽出しまでを行い鉄粉をまぶす

ことで、作業の分散化を図っている。

 9） ただし、営農組合は一団体でカウントされている。

10） 脱脂過程で国産となるが、原料となる大豆は輸入

品である。

きる。

飼料用米を通した産地 （水稲作、畜産） 振興

を考えていくうえでは、次の二点がポイントと

なるのではないだろうか。一つは、助成金・交

付金の体系の方向性である。飼料用米生産の普

及課題として、多収性品種の導入や保管施設の

設備投資が指摘されていた。数年単位で助成

金・交付金の対象が変転しては、こうした設備

投資を含めた振興策を打ち出すことは難しい。

しかし、日本は今日、農産物の国際的競争力を

いかにつけるのか、生産の担い手の高齢化と減

少の下で、どのように農業生産を存続させてい

けるのかが問われている。飼料用米の生産を通

してどのような農業の構造を目指していくの

か、国のみならず地域においてもその検討が求

められている。

もう一つは、耕種農家と畜産農家との「連

携」である。本稿で取り上げた鶏卵は、卵黄の

色が通常の卵黄とは異なる特異性をアピールす

ることができた。豚・牛などでは、飼料に米を

混入させるとビタミンＥ含有量が増加する傾向

がみられているが（栃木県庁提供資料より）、

これを理由とした畜産物の高付加価値化や、情

報の発信は進んでいるとは言い難い。このた

め、飼料自給を行うメリットや取り組みの意義

について、畜産物の商品価値とともに情報を発

信し、消費者に伝え評価を得る必要もあるだろ

う。生産から消費までの全ての過程でメリット

が生じることで、初めて「飼料用米利用」にブ

ランド価値が創造されるのではないだろうか。
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